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人身売買禁止に向けたアピール 2025 

 

11 月 6 日、日本の人身売買の深刻な状況を浮き彫りにする事件が明るみになった。東京都

内の違法なマッサージ店で性的接客を強いられていたタイ国籍の 12歳の少女が人身売買の

被害者として保護された。12 歳の少女は約１か月で 60 人以上の接客をさせられ、東京出入

国在留管理局に一人で駆け込み助けを求めたことで、マッサージ店の経営者らが逮捕され

た。 

 

このことは、日本における人身売買の実態が非常に深刻であり、その対策が不十分であるこ

と、人身売買の入口は身近にあること、人身売買に対する啓発の不足、そしてこの状況を看

過している市民一人ひとり、とりわけ宗教者としての内省の必要性を示している。人身売買

は、決して遠い国や特殊な状況の中で起きている問題ではない。タイ国籍の少女の勇気ある

行動によって、性的搾取の問題が明らかにされたが、これは氷山の一角にすぎない。昨今、

いわゆる『JK ビジネス』や『パパ活』といった言葉に置き換えられ、手軽にアクセスしや

すい印象がもたらされている。性的搾取の構造が軽視され、「被害者の自業自得、自己責任」

とまとめられ、被害や加害が矮小化される傾向すらある。 

 

人身売買の撲滅に向けて官民が啓発を進めているが、人身売買の被害に遭っていることを

被害者に自覚させないよう管理・支配する手口がより巧妙になっている。2025 年 2 月には、

日本人の男子高校生がオンラインゲームを通じて知り合った人物から「稼げる仕事がある」

と誘われタイに渡航後、ミャンマーに連れられ特殊詐欺に加担させられる事件が発覚した。 

 

国際的な組織犯罪のネットワークが急速に広がり、日本も犯罪の温床となっている現実を

突きつけられている。日本の現状は、2025 年米国国務省の『人身取引報告書』において「人

身取引撲滅のための最低基準を十分には満たしていない」と６年連続で指摘されている。こ

うした問題の原因には、貧困、虐待、いじめ、家庭内での居場所がないこと等に付け込まれ

て被害に遭う人が多く、繰り返し被害に遭う人もいる。 

 

あらゆるいのちの平等なる尊厳性を固く信じる宗教の連合体であるWCRP日本委員会は改

めて、この日本の現状に対し深い憂慮とともに、大きな責任を痛感する。人身売買は、いの

ちの尊厳と自由を奪い、弱き立場にある人々を搾取の連鎖へと追いやる非道な行為である。

私たちは、実際にこの問題に取り組む宗教者から、宗教者としての責務とそれぞれの宗教信

念を学んできた。 

例えば、仏教における宗教者の信念とは、すべてのいのちが等しく仏性を宿し、苦しむ者の

声を聞き、慈悲をもって寄り添い、救うという誓願である。キリスト教においては、人類は



皆兄弟であるという隣人愛の精神に立ち、その本質的な価値を否定しうる人身売買を否定

し、自他の人間性を取り戻し、推進するという行為は、救いの使命の延長にあるとも考えら

れる。イスラームでは、すべての人間がアッラーから尊厳を与えられ、公正に扱われる権利

を有するという確固たる確信に依拠し、人々に安らかな生活をもたらすためのジハード（最

大の努力）の必要性を説いている。 

 

宗教者は、その教義や伝統を異にしつつも、すべての人間が固有かつゆるぎない尊厳を具え、

いかなる理由によってもこれが侵されてはならないという確固たる信念を共有している。

この普遍的信念に立脚し、私たちは、人間を手段として扱い尊厳を踏みにじる人身売買の実

態を断じて看過することはできない。 

 

WCRP 日本委員会は、創設以来一貫して、すべての人々の平和と安寧の実現を願い、その

ための祈りと行動を重ねてきた。本日『人間の尊厳を考える円卓会議 2025』において私た

ちは、人間の尊厳という観点から人身売買の撲滅のため、政治家、メディア、労働界、宗教

界、一般市民が一堂に参集し、『信頼のネットワーク』を強化する重要性を再認識した。と

りわけ、人身売買の問題に取り組むために、以下の行動が決定的に重要である。 

 

① WCRP 日本委員会加盟教団ならびに WCRP 国際ネットワークに対する意識啓発活動 

② WCRP と政府機関、国際機関、人権擁護に関わる NGO やメディア、労働界、市民団

体等との連帯 

③ 人身売買被害の社会的認知向上のためのアドボカシー活動 

④ WCRP の社会的資源を活かした犠牲者に対する精神的・物的支援 

⑤ 人身売買への当事者意識の醸成を促進するための対話と学びの場の創出 

 

私たちは、声なき声に耳を傾け、誰一人として取り残されない世界に向けて祈りと対話と行

動を捧げることを誓い、人身売買撲滅とあらゆるいのちの平等なる尊厳性が尊重される社

会の実現に寄与して参ります。 

 

2025 年 11 月 19 日 


